
専修大学・法学部・准教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２６３４

基盤研究(B)（一般）

2023～2021

1970年代の日米欧三極国際秩序の模索―日米関係史と日欧関係史の総合化の試み

The Pursuit of Trilateral International Order: Japan, US and Europe in the long 
1970s

１０７９４４１４研究者番号：

黒田　友哉（Kuroda, Tomoya）

研究期間：

２１Ｈ００６９１

年 月 日現在  ６   ６ １８

円     9,700,000

研究成果の概要（和文）：研究成果の概要を説明する。3年の間に、毎年2，3回研究会を開催した。2年目には、
アメリカとフランスから国際関係史の気鋭の研究者（それぞれ1名、2名）を招き、国際シンポジウムを行なっ
た。また2年度目から、国際シンポジウムの参加者をふくめた共著論文集の刊行を具体的に計画してきた。原稿
はほぼ集まり、出版プロジェクトは、順調に進行しつつある。

研究成果の概要（英文）：We held a few workshops each year. In January 2023, we could have an 
opportunity to have an international conference by inviting American and French experts. We are 
working for the publication of a co-authored book on Japan-Europe-US trilateral relations in the 
1970s. 

研究分野：欧州統合史（European Integration History）

キーワード： トライラテラリズム（三極主義）　日米欧三極委員会　サミット（先進国首脳会議）　GATT　通貨協調
　アパルトヘイト　原子力　石油危機

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
学術的意義は、1970年代の日米欧関係を従来よりもより包括的に検討したことである。米欧関係は伝統的に国内
外で検討されてきた研究テーマであるが、本研究では、日米欧関係の総合的視野からの研究をめざし、日欧関係
史と日米関係史の接合を試みた。
社会的意義としては、現代の経済的グローバル化の起源への国際社会の対応を扱う本研究は、グローバル化への
異議申し立てが身られる現在の世界をよりよく理解し、今後の世界を展望するための一つの見方を提供しうるこ
とである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

 

現代は、自国優先主義の台頭、パンデミック、権威主義国家の挑戦といった多くの課題を 

抱え、冷戦終結後の国際秩序からの変動期にある。一方、1970年代も、多極化の時代と言

われ、米ソ優位の時代にとって代わるべき国際秩序の変動期であった。1970年代の研究は

それ自体としての価値のみならず、現代の参照軸としての意味も持つ。 

これまで 1970年代については、まずアメリカ、次にヨーロッパ諸国の史料解禁が進んだこ

とによって、米欧関係を中心に研究が進展してきた。ハニマキら外交史家による大西洋関係

史がそれである（Jussi M Hanhimäki et al, Transatlantic Relations since 1945, Routledge, 

2012）。「欧州の年」演説にみられる米欧の政治対立といった、80年代へ持ち越されるネガ

ティヴな側面を重視する 70年代解釈とは異なり、ハニマキらは、一次史料に基づき、米欧

協調関係の持続を描き出した。確かに 70年代は、日米欧を中心とする政治・経済面での制

度化・協調が多く見られた。サミットの成立、三極委員会の創設、GATTの東京ラウンドの

締結がその顕著な例である。 

 以上の視座にもとづき 1970 年代の日米欧関係を共通テーマとして設定することにした。 

 

２．研究の目的 

 

本研究は、以下の 4点を明らかにしようとする。 

（１）西側同盟諸国内で、日米欧中心体制がなぜ、どのように構築されたのかの政治、経済・ 

軍事面での解明。特に、米欧に比べて遅れて参入してきた日本がなぜ、どのように三者 

を中心とした協力体制に組み込まれていったのかという点の解明である。 

（２）南北問題との関わりである。1970年代には南北問題は深刻化し、新国際経済秩序の

構築まで訴えられた中、西西問題が南北問題とどのように関連していたのかの解明である。 

（３）1930年代との歴史的共通点、相違点の解明。危機の時代という面では、共通してお

り、新秩序が模索するという共通点がある一方、1970年代との相違点も存在しただろう。

時代像の比較の解明である。 

（４）南北問題との関わりである。1970年代には南北問題は深刻化し、新国際経済秩序の

構築まで訴えられた中、西西問題が南北問題とどのように関連していたのかの解明である。 

 

３．研究の方法 

 

研究代表者、研究分担者ともに、広い意味での外交史、国際関係史を専攻している。その 

ため、公文書、私文書など未公刊一次史料を渉猟して、1970 年代の日米欧体制の変遷がな

ぜ、どのように起こったのか、を三極委員会、サミットなどを中心に解明するという共通の

アプローチをとる。 

専門分野はそれぞれの地域毎であるものの、国内外の第一線の専門家を交えた研究会（年 

4 回程度）を重ねることで、各自が日米欧関係全体を視野に収めることができるようになる 

と思われる。研究交流を深めることにより、お互いの専門領域を架橋するグローバルな視野 

を得ることが十分に可能になる。 

 



 

４．研究成果 

 

（１）共同研究参加のメンバーが各自に研究を行ない、口頭発表の他、日欧関係を中心に新

しい解釈を打ち出した論考を発表している。 

（２）本プロジェクトを総括した共著論文集が近刊予定である。幸いなことに、本プロジェ

クトへの参加メンバーだけでなく、外部の専門家、海外の専門家（アメリカから 1名、フラ

ンスから 2名、イタリアから 1名）から寄稿を得た。 
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